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令和６年度 第２回長野市社会福祉審議会 次第 

 

日時：令和６年７月 18 日（木） 

午後２時 15 分から 

場所：ふれあい福祉センター ５階 ホール 

 

１ 開  会 

２ あいさつ 

３ 諮  問 

４ 議  事 

(1) 諮問事項 

ア 手話言語条例の制定について 

イ 加齢性難聴者の補聴器購入への補助について 

(2) 答申予定事項 

ア 子どもの福祉医療制度の拡充について 

           （６福政第 56 号 令和６年４月 24 日諮問）  

イ 重度心身障害児福祉年金の支給のあり方について 

           （５福政第 1259 号 令和６年２月１日諮問） 

５ そ の 他 

６ 閉  会 
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選出区分 委員氏名 所属団体・役職等 所属専門分科会 備考

市議会議員 青 木　敏 明  長野市議会議員 児童福祉

手 塚　秀 樹  長野市議会議員 福祉環境委員会委員
長

老人福祉

西 沢　利 一  長野市議会 議長
地域福祉
民生委員審査

民生委員審査
専門分科会　会長

堀 内　伸 悟  長野市議会議員 障害者福祉

学識経験者 青 木　寛 文  長野県弁護士会 地域福祉

井 藤   　哉  長野県立大学 准教授 地域福祉

釜 田　秀 明  長野市医師会 会長 老人福祉

小 松　仁 美  清泉女学院短期大学 障害者福祉

髙 野　哲 浩  成年後見センター　リーガルサポート長野 障害者福祉

茅 野　理 恵  長野市教育委員会　教育委員
児童福祉
民生委員審査

水 内　和 義  吉田地区住民自治協議会　会長 地域福祉

水 口　　 崇  信州大学 教授 児童福祉
児童福祉
専門分科会　会長

山 岸　明 浩  信州大学 教授 老人福祉
老人福祉
専門分科会　会長

社 会 福 祉 岩 下　秀 雄
 長野市民生委員児童委員協議会
 高齢者福祉部会長

老人福祉

関 係 者 高 山 さや佳  長野市ボランティアセンター運営委員会 地域福祉

塚 田 まゆり  長野商工会議所　副会頭 児童福祉 副委員長

寺 田　裕 明  長野市社会福祉協議会
老人福祉
民生委員審査

委員長

中 澤　和 彦  長野市社会事業協会 理事長
障害者福祉
民生委員審査

障害者福祉
専門分科会　会長

長 戸　桜 子  長野県社会福祉士会　副会長 老人福祉

丸 山　香 里  長野市手をつなぐ育成会 会長
障害者福祉
民生委員審査

丸 山   　勝  長野市身体障害者福祉協会 副理事長 障害者福祉

南 澤  建 一  長野市老人クラブ連合会　会長 老人福祉

山 本　悦 夫  ＮＰＯ法人　ポプラの会　会長 障害者福祉

六波羅　直貴  長野県高齢者福祉事業協会 地域福祉

渡 邉   　徹  長野市私立保育協会 会長 児童福祉

和 田　典 善  長野市幼稚園・認定こども園連盟 会長 児童福祉

臨 時 委 員 相 原  俊 武  長野市歯科医師会
 地域保健部(乳幼児・学校）部長

児童福祉

髙 山     久  長野市薬剤師会　専務理事 児童福祉

原 田  達 矢  長野市ＰＴＡ連合会　会長 児童福祉

宮 川　恭 一  長野市医師会 理事 児童福祉

長野市社会福祉審議会（本会）委員名簿
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令和６年７月 18日 

 

長野市社会福祉審議会 

委員長 寺田 裕明 様 

        

          同 児童福祉専門分科会 

会 長  水口 崇 

 

子どもの福祉医療制度の拡充について 

 

子どもの福祉医療制度の拡充については、ここ数年で全国的に進んでおり、 

県内においても、令和６年８月からは、全市町村で「18 歳年度末まで」の    

子どもが給付対象となりました。 

厚生労働省が発表した合計特殊出生率が示すように、少子化が一段と進行 
している状況に加え、昨今の物価高騰などによる生活や将来への不安も重なり、

若者を中心に、子育てを取り巻く環境は確実に変化しています。 

将来を担う子どもたちが健康に生活し、また、病気やケガをした場合には安心

して医療を受けることができるよう環境を整備することは、我々に課された 

大切な役割であり、子育てしやすいと市民が実感できる施策は大変重要です。 

このような現状と課題を踏まえ、令和６年４月 24 日付けで調査・審議の付託 

があったこのことについて、当分科会において協議・検討をした結果、下記のと

おり決定しましたので、報告します。 

 
記 

 
子どもの福祉医療制度の「窓口無料化」は、子育て家庭の経済的負担の軽減が

図られるとともに、疾病の重症化を防ぎ、結果として医療費を抑制することにも

つながることから、早急に準備を進めるべきである。 

ついては、市民のニーズを考慮し、通院費及び入院費ともに、「18 歳年度末  

まで」の子どもを対象に、「所得制限なし」で実施することが適当である。 

なお、実施にあたっては、引き続き、市民へ適正な受診を呼びかけるとともに、

健全な財政運営に努め、将来にわたって持続可能な制度となるよう取り組んで

いくことを期待する。 
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令和６年７月 18 日 

 
長野市社会福祉審議会 

 委員長 寺田 裕明 様 

 

同 障害者福祉専門分科会  

 会長 中澤 和彦  

 

重度心身障害児福祉年金の支給のあり方について 

 

重度心身障害児福祉年金は、心身に重度の障害のある児童の保護者に、福祉の増

進を図ることを目的として、障害の程度に応じて支給しています。 

 障害児の保護者にとって通院、通学、通所の際の移動は負担となっており、重度

心身障害児福祉年金は、これらを補い、負担を軽減する一助として一定の役割を果

たしています。 

昨今の物価高騰などによる生活や将来への不安は深刻であり、障害児の保護者の

心理的かつ経済的負担の軽減を継続的に図っていくことは、大変重要です。 

このような現状を踏まえ、令和６年２月１日付けで調査・審議の付託があったこ

のことについて、当分科会において協議・検討した結果、下記のとおり決定しまし

たので、報告します。 

 

記 

 

本市の重度心身障害児福祉年金は、障害児の保護者にとって、通院、通学、通所

の移動に係る心理的かつ経済的負担の軽減につながっている。 

そのため当面の間、現状のとおり支給を継続することが適当であると判断する。 

 また、在宅の重度心身障害児が、それぞれの家庭の状況に応じて、円滑かつ適切

な障害福祉サービスを受けられるよう、障害児通所施設の整備及び提供体制の充実

が図られるよう要望する。 

 なお、重度心身障害児福祉年金の対象者、支給金額などについては、今後の社会

経済情勢、障害福祉サービスの充実、他自治体の動向などを総合的に勘案し、必要

に応じて見直すよう申し添える。 
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社会福祉法（抜粋） 

 

 

（第一条から第六条 略） 

 

 第二章 地方社会福祉審議会 

 （地方社会福祉審議会） 

第七条 社会福祉に関する事項（児童福祉及び精神障害者福祉に関する事項を除く。）を調査審   

 議するため、都道府県並びに地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十   

 九第一項の指定都市（以下「指定都市」という。）及び同法第二百五十二条の二十二第一項の   

 中核市（以下「中核市」という。）に社会福祉に関する審議会その他の合議制の機関（以下「   

 地方社会福祉審議会」という。）を置くものとする。 

２ 地方社会福祉審議会は、都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の長の監督に属し、その   

 諮問に答え、又は関係行政庁に意見を具申するものとする。 

 （委員） 

第八条 地方社会福祉審議会の委員は、都道府県又は指定都市若しくは中核市の議会の議員、社   

 会福祉事業に従事する者及び学識経験のある者のうちから、都道府県知事又は指定都市若しく   

 は中核市の長が任命する。 

 （臨時委員） 

第九条 特別の事項を調査審議するため必要があるときは、地方社会福祉審議会に臨時委員を置   

 くことができる。 

２ 地方社会福祉審議会の臨時委員は、都道府県又は指定都市若しくは中核市の議会の議員、社   

 会福祉事業に従事する者及び学識経験のある者のうちから、都道府県知事又は指定都市若しく   

 は中核市の長が任命する。 

 （委員長） 

第十条 地方社会福祉審議会に委員の互選による委員長一人を置く。委員長は、会務を総理する。 

 （専門分科会） 

第十一条 地方社会福祉審議会に、民生委員の適否の審査に関する事項を調査審議するため、民   

 生委員審査専門分科会を、身体障害者の福祉に関する事項を調査審議するため、身体障害者福   

 祉専門分科会を置く。 

２ 地方社会福祉審議会は、前項の事項以外の事項を調査審議するため、必要に応じ、老人福祉   

 専門分科会その他の専門分科会を置くことができる。 

 （地方社会福祉審議会に関する特例） 

第十二条 第七条第一項の規定にかかわらず、都道府県又は指定都市若しくは中核市は、条例で   

 定めるところにより、地方社会福祉審議会に児童福祉及び精神障害者福祉に関する事項を調査   

 審議させることができる。 

２ 前項の規定により地方社会福祉審議会に児童福祉に関する事項を調査審議させる場合におい   

 ては、前条第一項中「置く」とあるのは、「、児童福祉に関する事項を調査審議するため、児   

 童福祉専門分科会を置く」とする。 

 （政令への委任） 

第十三条 この法律で定めるもののほか、地方社会福祉審議会に関し必要な事項は、政令で定め   

 る。 

 

（第十四条以降 略） 

 

参考資料① 
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○長野市社会福祉審議会条例 

平成12年３月30日長野市条例第３号 

改正 

平成12年９月29日条例第49号 

平成14年３月29日条例第12号 

平成17年３月30日条例第10号 

平成20年３月28日条例第12号 

平成23年12月20日条例第30号 

平成25年９月30日条例第31号 

平成27年３月27日条例第10号 

令和２年３月30日条例第８号 

長野市社会福祉審議会条例 

（設置等） 

第１条 社会福祉法（昭和26年法律第45号）第７条第１項及び地方自治法（昭和22年法律第67号）

の規定に基づき、長野市社会福祉審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

２ 審議会は、社会福祉に関する事項を調査審議するほか、児童福祉に関する事項（子ども・子育

て支援に関する事項を含む。）及び精神障害福祉に関する事項を調査審議するものとする。 

３ 社会福祉法第11条第１項の規定に基づき設置する身体障害者福祉専門分科会を障害者福祉専門

分科会と称し、第６条第１項第２号に掲げる事項を調査審議するほか、障害者基本法（昭和45年

法律第84号）第11条第６項の規定により意見を聴く機関とする。 

（組織） 

第２条 審議会は、委員27人以内で組織する。 

（任期） 

第３条 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（副委員長） 

第４条 審議会に副委員長１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を行う。 

（会議） 

第５条 審議会は、委員長が招集する。 

２ 委員長は、委員の４分の１以上が審議すべき事項を示して招集を請求したときは、審議会を招

参考資料② 
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集しなければならない。 

３ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、議事を開き、議決を行うことができない。 

４ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところに

よる。 

５ 臨時委員は、特別な事項について議事を開き、議決を行う場合には、前２項の規定の適用につ

いては、委員とみなす。 

（専門分科会） 

第６条 審議会に次の各号に掲げる専門分科会を置き、当該各号に定める事項を調査審議する。 

(１) 民生委員審査専門分科会 民生委員の適否の審査に関する事項 

(２) 障害者福祉専門分科会 身体障害者、知的障害者及び精神障害者の福祉に関する事項 

(３) 児童福祉専門分科会 児童並びに母子及び父子の福祉に関する事項（子ども・子育て支援

に関する事項を含む。） 

(４) 老人福祉専門分科会 老人の福祉に関する事項 

(５) 地域福祉専門分科会 地域福祉に関する事項 

２ 専門分科会に属すべき委員及び臨時委員は、委員長が指名する。 

３ 専門分科会に専門分科会長及び専門分科会副会長各１人を置き、当該専門分科会に属する委員

及び臨時委員の互選によりこれを定める。 

４ 専門分科会長は、その専門分科会の会務を掌理する。 

５ 専門分科会副会長は、専門分科会長を補佐し、専門分科会長に事故があるときは、その職務を

行う。 

（審査部会） 

第７条 障害者福祉専門分科会の審査部会は、次の各号に掲げる事項を調査審議する。 

(１) 身体障害者の障害程度の審査に関する事項 

(２) 身体障害者手帳の交付申請に係る医師の指定又は指定の取消しに関する事項 

(３) 更生医療担当医療機関の指定又は指定の取消しに関する事項 

２ 審査部会に部会長及び副部会長各１人を置き、審査部会に属する委員及び臨時委員の互選によ

りこれを定める。 

３ 部会長は、審査部会の会務を掌理する。 

４ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるときは、その職務を行う。 

（専門分科会及び審査部会の会議） 
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第８条 専門分科会又は審査部会の招集、定足数及び議決については、第５条の規定を準用する。

この場合において、同条中「審議会」とあるのは「専門分科会又は審査部会」と、「委員長」と

あるのは「専門分科会長又は部会長」と、「委員」とあるのは「専門分科会又は審査部会に属す

る委員」と読み替えるものとする。 

２ 専門分科会又は審査部会の決議は、これをもって審議会の決議とする。ただし、専門分科会（民

生委員審査専門分科会を除く。）の重要又は異例な事項に関する決議にあっては、この限りでな

い。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に長野市地方社会福祉審議会の委員である者は、この条例の規定に基づ

く長野市地方社会福祉審議会の委員に任命されたものとみなす。この場合において、その任命さ

れたものとみなされる者の任期は、第３条の規定にかかわらず、この条例の施行の日における従

前の長野市地方社会福祉審議会の委員としての残任期間と同一の期間とする。 

（長野市地方社会福祉審議会の調査審議事項の特例を定める条例の廃止） 

３ 長野市地方社会福祉審議会の調査審議事項の特例を定める条例（平成10年長野市条例第59号）

は、廃止する。 

附 則（平成12年９月29日条例第49号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成14年３月29日条例第12号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成17年３月30日条例第10号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成17年４月１日から施行する。 

（長野市特別職の職員等の給与に関する条例の一部改正） 

２ 長野市特別職の職員等の給与に関する条例（昭和41年長野市条例第24号）の一部を次のように
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改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成20年３月28日条例第12号） 

この条例は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年12月20日条例第30号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成25年９月30日条例第31号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成27年３月27日条例第10号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年３月30日条例第８号） 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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長野市社会福祉審議会運営要領 

 

 （趣旨） 

第１ この要領は、長野市社会福祉審議会条例（平成 12 年長野市条例第３号）第９条

の規定に基づき、長野市社会福祉審議会（以下「審議会」という。）の運営に関し、

必要な事項を定めるものとする。 

 （専門分科会及び審査部会の会議の特例） 

第２ 専門分科会長及び審査部会長は、緊急やむを得ない理由がある場合には、委員

に対し書面により意見を求めることによって、会議の開催に代えることができる。 

 （報告） 

第３ 専門分科会長は、所掌事項について調査審議が終了したときは、その結果を委

員長に報告するものとする。 

 （庶務） 

第４ 審議会の庶務は、保健福祉部福祉政策課が行う。ただし、次の号に掲げる専門

分科会等については、当該各号に掲げる課が行う。 

  (1) 民生委員審査専門分科会 保健福祉部福祉政策課 

  (2) 障害者福祉専門分科会及び審査部会 保健福祉部障害福祉課 

  (3) 児童福祉専門分科会 こども未来部こども政策課 

  (4) 老人福祉専門分科会 保健福祉部高齢者活躍支援課 

  (5) 地域福祉専門分科会 保健福祉部福祉政策課 

 （補則） 

第５ この要領に定めるもののほか、審議会運営に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

 

   附則 

 この要領は、平成 12 年４月 1 日から施行する。 

 この要領は、平成 17 年４月 1 日から施行する。 

  この要領は、平成 21 年４月 1 日から施行する。 

この要領は、平成 26 年４月 1 日から施行する。 

この要領は、平成 27 年４月 1 日から施行する。 

この要領は、平成 30 年４月１日から施行する。 

 

参考資料③ 
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令和６年度 長野市社会福祉審議会 

長野市職員名簿 

                                  

 

参考資料④ 

職   名 氏   名 備 考 

保健福祉部長 臼 井    一  

こども未来部長 島  田  浩  司  

保健所長 宮 島 有 果  

保健福祉部福祉政策課長 島  田  武  昭  

保健福祉部生活支援課長 伊 藤 晋 也  

保健福祉部次長兼高齢者活躍支援課長 北 原   孝  

保健福祉部地域包括ケア推進課長 原     宏  

保健福祉部介護保険課長 齋 藤 秀 浩  

保健福祉部障害福祉課長 高 野 晃 弘  

保健福祉部参事兼保健所総務課長（保健所副所長） 河 西 公 志  

保健福祉部保健所健康課長 佐 藤 恵 子  

こども未来部次長兼こども政策課長 丸 山 隆 文  

こども未来部子育て家庭福祉課長 中 村 元 昭  

こども未来部次長兼保育・幼稚園課長 宮 下 卓 朗  

こども未来部こども総合支援センター所長 石 坂 陽 子  

 

20


